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１．はじめに

本稿は、大阪府を対象とした地域マクロ計量モデルを、最

新のデータを用いて推計しつつ、産業構造変化をモデル体系

に組み込むための試みをまとめたものである。「試み」とい

うのは、当初の目標が達成されていないことによる。

当初本稿では、既にその基本的な考え方と方向性の提示を

行なった井田（２００３）を受け、産業構造の変化を明示的にモ

デル体系に組み込み、大阪府マクロ計量モデルと産業連関表

を相互依存型で接合した実際の推計結果を示すことを目標に

作業にとりかかったのであるが、後述するようなデータ面で

の制約などから、まずは産業連関ブロック「ぶらさがり型」

の大阪府多部門計量モデルを推計するに止まっている。もち

ろん、今回の作業を経たことで、近い将来において相互に影

響を及ぼすような接合の実現性が、より高まったことは疑い

ようもない。

まずは、ここに至るまでの流れを振り返っておこう。拙稿

井田（２００１）では、需要面を中心に供給ブロックも考慮した

大阪府マクロ計量モデルを構築し、２０１０年度までの将来予

測結果が実際の大阪府の総合計画での経済見通しに活用され

た過程を明らかにした。このモデルでは、他に類をみない特

徴として、移出関数での全国需要に係るパラメータを可変的

に推計することで、大阪経済の地盤沈下のメカニズムをモデ

ルに組み込むことに成功した。この工夫により、将来予測に

際して、産業構造の転換度合いに応じたシナリオ別の予測結

果を示すことも可能となり、これらの点では一定の成果を収

めることができたといえる。

しかしながら、政策シミュレーションや予測に際して、産

業構造の変化をより明示的にモデルに組み込み反映させるた

めには、マクロ計量モデルと産業連関表の接合などモデルの

多部門化が不可欠であるとの課題が残された。井田（２００３）

ではまさにこの点を踏まえ、検討を行なったのである。

マクロ計量モデルと産業連関表の接合といっても、一方通

行ではなく、両者が相互に影響を与え合う形が理想である。

しかし残念ながら、そのような成功例は特に地域モデルにお

いてはほとんど存在しない。そこで井田（２００３）では相互依

存型を提案したのであるが、今回は３章で述べるような理由

から相互依存型の接合は断念した。

まずは次章において、井田（２００３）の繰り返しとなるが、

マクロ計量モデルと産業連関表の接合方法について考察し、

続く３章では、最近の国レベルでのマクロ計量モデルに関す

る動向やトピックスについて整理する。今回相互依存型の接

合を断念した理由についても述べる。４章では、今回の「ぶ

らさがり型」の接合の推計結果を示す。おわりにでは、まと

めと今後の課題について述べる。

２．マクロ計量モデルと産業連関表

（１）国レベルでの接合に関して

マクロ計量モデルと産業連関表の接合について、この章で

は国レベルでの事例を中心にサーベイを行う。そもそも、マ

クロ計量モデルの歴史を紐解くと、ケインズの有効需要理論

をベースに、アメリカ戦間期経済の変動をわずか数本の連立

方程式体系で描写することに成功したKlein（１９５０）のクラ

イン・モデルにまで遡ることができる。その後クライン＝ゴ

ールドバーガー・モデルKlein=Goldberger（１９５５）を経て
ウォートン・モデルに代表される大規模モデルの時代が花開

く。しかし折りしも石油ショックなどの外的要因もあって大

規模モデルによる予測が、例えば１変数時系列モデルでの結

果と比べて必ずしも良好ではないという事態や、理論面から

はマクロ計量モデルで構造方程式と呼ばれる推計式のパラメ

ータそのものが安定的ではないといったいわゆるルーカス批

判に晒され、マクロ計量モデル万能の時代は過ぎ去ったとさ

れる。

日本においては、１９６０年代から例えば当時の経済企画庁

（現在の内閣府経済社会総合研究所）において短期・中期・

長期の計量モデルが作成・更新されてきた。産業連関表との

接合あるいはマクロ計量モデルの「多部門化」について焦点
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を当てると、中期モデルがその対象となることが多い。経済

審議会名義としては最後1）の中期モデルである経済審議会計

量委員会編（１９９６）のモデルでは、１４産業程度の多部門需給

調整型モデルとしてマクロ計量モデルと産業連関表との接合

を果たしている。これら政府系のモデルと並列して、大学研

究者やグループによる多部門モデルも複数存在している。あ

るものは全く独立に、またあるものは政府系モデルのプロト

タイプとしての位置付けを持って開発され、中には世界各国

のモデルと貿易を介してリンクしているプロジェクトも存在

する。ここに至るまでの経緯や多部門化の考え方については

Sato（１９９１）、上野編（１９８０）や藤川（１９９９）に詳しい。

以下に示すのは、地域モデルでの適用を念頭において著者

なりに整理した、極めて簡略化した接合の考え方である。

（２）最終需要コンバーターによる一方通行の接合

一般にマクロ計量モデルと産業連関表との接合を考えた場

合、最も単純なものは、最終需要コンバーターによるマクロ

計量モデルから産業連関表への一方通行の接合であろう。

［マクロ計量モデル］需要定義式（産業計）

Y≡Cns＋Invst＋Zetc
［産業連関表］均衡式と均衡算出高分析（産業別ベクトル）

A･X＋F＝X より X＝（I－A）－1･F

［最終需要項目別産業構成比コンバーター］産業配分式

Yを産業別にみたものがFであるとして
F＝Fc＋Fi＋Fz
＝CFc（Cns）＋CFi（Invst）＋CFz（Zetc）

≡CF（Cns, Invst, Zetc）

このタイプの接合では、まずマクロ計量モデルから求まる

最終需要Y、すなわち消費Cns・投資Invstなど需要項目別
であっても産業別ではない全産業計の最終需要Yを所与と
し、これが産業連関表の最終需要項目別産業構成比コンバー

ターCF（ ）を介して産業別に振り分けられる。このように
して生成された産業別最終需要ベクトルFが産業連関表上で
のインプットとなり、これに対して均衡算出高モデル分析か

らアウトプットとしての産業別生産額X、場合によってはさ
らに雇用者所得や営業余剰などの粗付加価値額や雇用者数な

どが得られる、というものである。

以上のことを、統計としての「産業連関表」とマクロ計量

モデルで用いる「国（県）民経済計算」との対応関係として雛

型で確認しておこう（図表１）。家計外所得の扱いの違いや

暦年と年度の違いなどが存在するが、実際に接合を行う際に

は、名目値と実質値いずれでモデルを組み立てるかという問

題も出てこよう。

さて、｢国（県）民経済計算｣では毎年度の値が時系列で利用

可能であるのに対し、産業連関表については、とりわけ地域

ベースでは、毎年の延長表やＳＮＡ産業連関表が作成されて

いない。大阪府では中間に一枚延長表が推計されているが、

５年ごとの名目値ベースの基本表が整備されているだけの県

がほとんどである。

そこで、マクロ計量モデルと産業連関表の接合に際しては、

対応上毎年（度）の産業連関表が必要になる。正確には毎

年（度）の最終需要産業構成コンバーターと逆行列係数

（Ⅰ－A）－１さえあれば、均衡産出高モデル分析は可能である。

図表１　産業連関表と府民経済計算の対応概念図
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このために５年ごとの投入係数表Aから毎年の投入係数表を

補間・補外するようなことを考えなければならない。５年間

固定とするのも一方法であるが、投入係数はまさに産業構造

を反映したものであり、ＲＡＳ法などの手法で変化を捉える

努力が望まれる。なおこの際には、粗付加価値率も合わせて

のRECＲＡＳ法と同様の工夫をすることで、最終需要構成

比行列すなわち最終需要コンバーターも同時に補間・補外で

きるかもしれない。

［ＲＡＳ法］投入係数の変化をrとsで分解表現
At＋5＝R・At・S
R≡diag（r） rは加工度係数ベクトル
S≡diag（s） sは代替度係数ベクトル
diag（ ） はベクトルを対角配置した行列

補外および予測の場合
At＋6＝R

（1/5）・At＋5・S
（1/5）

R（1/5）≡diag（5√r） 年あたり換算
‾‾‾

［RECＲＡＳ法］付加価値部門付投入係数Avについて
Avt＋5＝Rv・Avt・S Avは長方形rectangle
Rv≡diag（r and v） Rよりサイズが大きい

補外や予測の場合は、Avt＋i の列和が１となるよう
さらにラグランジュ乗数法で修正を行う

以上最もシンプルな接合の方法を見てきた。シンプルとは

いえ、例えばここから得られた産業別の生産額や営業余剰か

ら、法人事業税収を予測するなどの応用を考えることができ、

目的によってはこれだけでも充分な接合であろう。

［法人事業税収］産業別に推計可能

法人事業税収＝f（営業余剰 あるいは 生産額）

（３）産業連関表からのフィードバック例

しかし、接合によって得られた生産額などがマクロ計量モ

デルに何ら影響を及ぼさない限り、単に産業連関ブロックが

マクロ計量モデルにぶら下がっているだけで、接合は一方通

行であるといえる。相互が互いに影響を及ぼし合うような接

合はできないものであろうか。以下は、この点を検討した井

田（２００３）の再掲である。この課題は、産業構造の変化をい

かにマクロ計量モデルに反映させるかという問題にもつなが

っている。

ここで、コンパクトなマクロ計量モデルにおいては捨象さ

れることも多い変数である「産出額」（ＧＤＰ＋中間投入）に
スポットを当ててみよう。「国民経済計算」においてこの産

出額は生産・分配・支出の主要系列表ではなく、統合勘定の

「経済活動別の国内総生産・要素所得」などの表に掲載され

ている。生産面から付加価値概念のＧＤＰを得るために、前

段階として産出額から中間投入を差し引いて求めるというの

が実際の推計手順である2）。ややこしいことにこの国民経済

計算の「産出額」は、産業連関表では「生産額」という用語

で呼ばれる。

産業連関表からマクロ計量モデルへの波及経路として、例

えば、マクロ計量モデルで需給ギャップを定義する際の潜在

ＧＤＰを、潜在生産力として中間投入も含む産出額ベースに

改め、産業連関ブロックで得られた生産額産業計との乖離で

需給ギャップを定義することが考えられよう。需給ギャップ

は、卸売物価（企業物価）などを通じて価格ブロックへ影響

を与えることから、産業連関ブロックからマクロ計量モデル

への影響が発生し、もはや一方通行の関係ではなくなるであ

ろう。

［ＧＤＰギャップ］潜在ＧＤＰとの乖離率

Ygap≡100・（Ymax－Y）／Ymax 井田（２００１）
‾‾‾‾‾‾‾

［生産力ギャップ］潜在産出額との乖離率

Xgap≡100・（Xmax－X）／Xmax 井田（２００３）
‾‾‾‾‾‾‾

［物価関数］需給ギャップなどから物価へ

⊿P＝f（Ygap, ⊿Ｗage, etc） 井田（２００１）
⊿P＝f（Xgap, ⊿Ｗage, etc） 井田（２００３）

さらには、いわゆる産業構造の変化をモデルで内生化する

ことができれば理想的である。すなわち産業連関ブロックの

投入係数や最終需要の産業構成の変化が、モデル体系内で自

律的に求まるようなものである。しかし、このような成功例

は国ベースのモデルでもほとんど存在しない。

３．最近のマクロ計量モデルに関する動向

（１）マクロ計量モデルのプレゼンスの増大

ルーカス批判などから一時は廃れたかのマクロ計量モデル

による分析であるが、最近いくつかの分野で存在感をアピー

ルし、復権をはたしつつあるように見受けられる3）。

例えば、経済財政諮問会議ではマクロ計量モデルを用いて

数年先までの経済と財政の中期的な見通しを「構造改革と経

済財政の中期展望」として毎年（年２回）改定するようにな

っている。最新の中期展望である経済財政諮問会議（２００５）

では、閣議決定対象外の内閣府による参考資料部分ではある

が、試算に際して計量モデル「経済財政モデル（第一次改訂

版）」を用いたことを明言している。その上で、経済、財政、

社会保障制度の相互依存関係を踏まえた見通しである点を強

調し、故に財務省によるマクロ経済の状況を所与とした後年

度影響試算とは手法が異なっている旨の対比表まで示してい

る。このような姿勢については、河越（２００５）が言うように

「試算の透明性が向上したと評価でき」、前提や結果を他の機

関による同様の分析と比較することで、より豊かな情報や分

析を見出すことが可能となるなど、望ましい方向にあるとい

えよう。

同様に、内閣府経済社会総合研究所においても、堀・青木

（２００３）、村田・斉藤（２００４）など歴代の短期日本経済モデル

のメンテナンスに加え、マクロ計量モデルに関する興味深い
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ワーキングペーパーが次々とまとめられている。例えば、各

方程式のパラメータが確率変数であることに立ち返って確

率的シミュレーションから乗数の精度を求めた堀・山根・田

邉（２００３）や、フォワードルッキングな期待形成を導入した

村田・青木（２００４）などである。また、長谷川・堀・鈴木

（２００４）においては、MarkＩと名付けられた高齢化・社会保

障負担とマクロ経済の見通しのための日本経済中長期展望モ

デルの開発が進んでいる。

さらに、日本銀行においても、Fujiwara他（２００４）にま

とめられているように、最近の大型マクロモデルにおける理

論的・技術的発展をとり入れて日本モデルを開発し、見通し

作成や様々な現実的シミュレーションに活用しようとしてい

る。

三位一体改革と地方財政に関しても、例えば入江（２００４）

のように、大阪府を対象としたマクロ計量モデルで、財政ブ

ロックを精緻化し、経済ブロックとの相互依存関係をもたせ

た上で、行財政再建の効果影響を検討した研究が行なわれて

いる。

（２）連鎖方式による実質化への移行

マクロ計量モデルで用いられる主要データ、『国民経済計

算』についても、最近大きな変化があった。それは実質化の

手法に関して、平成１６年１２月、従来の固定基準年方式から

連鎖方式への移行がなされたことである。翌年に予定されて

いた５年に一度の基準改訂を待たず、連鎖方式への移行を前

倒しした背景には、いわゆるデフレ経済の深刻化があり、学

識による国民経済計算調査会議からの提言を受けたものであ

る。ユーザーサイドからすれば早急にも映る大改訂の結果、

斉藤（２００５）が指摘するように長期の遡及が間に合わず、

「ＧＤＰ統計の空白」が生じている4）。

この影響は本稿にも及んでおり、本稿で取り組みたかった

産業構造変化を反映させた移出関数の推計に必要な、国ベー

スの実質ＧＤＥ等について統一的な長期系列を利用すること

ができない状態となっている5）。これは、井田（２００３）で提

案した移出競争力係数はもとより、井田（２００１）での大阪の

地盤沈下を表現したカルマンフィルター推計による可変パラ

メータが係る国内他地域需要の部分のデータが未確定である

ということに他ならず、作業の進行を妨げる要素となってい

る。

４．「ぶらさがり型」のＩ-Ｏ接合結果

以上のようなデータ面の制約から、移出関数の可変係数推

計をもあきらめたシンプルなマクロ計量モデルに、「ぶらさ

がり型」の産業連関ブロックを付加して推計した結果が、図

表２である。

ただし、図表２の冒頭にも記載してあるとおり、結局のと

ころ最終需要から一義的に産出額が決定される構造であるた

め、産業連関ブロックは明示的に方程式リストには含めてい

ないし、内生変数にもカウントしていない。ここで一義的と

いうのは、前述の産業連関表の均衡産出高分析モデルにおい

て、逆行列を決定する投入係数が毎年度の取引表の実績デー

タで固定されている、すなわち外生であることを意味してい

る。ＧＤＥ（と厳密には各内訳需要項目の）トータル額さえ

決まれば、産業別の産出額や雇用者報酬などが自動的に決ま

ってしまう。本稿の産業連関ブロックはそのような１対多の

変換を行っているに過ぎない。

しかし、今回一方通行でも接合に取り組んだことによって、

いわゆる産業連関表の均衡産出高分析での波及効果すなわち

生産誘発倍率と、マクロ計量モデルの乗数との違いが明確に

理解できる。巷間よく行われている産業連関分析では、家計

内生化と称して一次波及効果での雇用者所得の一定割合

（「家計調査」の平均消費性向を乗じたものなど）を、次期の

消費需要とみなして再度求めた二次波及効果までの合計を波

及効果とすることが多い。ここには時間概念がなく、効果が

現れるまでの期間は不明である。また価格一定の条件下での

シミュレーションとなっている。

一方、マクロ計量モデルの乗数は、例えば追加的な公的需

要を外生的に発生させたシミュレーションで、標準解に対す

る各期のＧＤＥ（および他部門モデルではGDEと連動した

産出額）の乖離度合いをみたものであり、明確に時間概念が

存在する。この点で、両者を一概に比較できないことは明ら

かである。また、何らかの価格調整機能を有するタイプの計

量モデルでは、シミュレーション結果も価格の変動を受けた

結果となっている。更に本稿のような供給ブロックを有する

マクロ計量モデルでは、資本ストックの増加が、生産関数を

通じて潜在生産力を高める影響までを考慮することが可能で

ある点も大きな違いである。

５．おわりに

本稿では、大阪府を対象とした地域マクロ計量モデルを、

最新のデータを用いて推計しつつ、産業構造変化をモデル体

系に組み込むための試みをまとめた。

データ面の制約から、一方通行ながらも「ぶらさがり型」

産業連関ブロックを接合できたことは、評価できよう。今回

の作業を経たことで、近い将来において地域マクロ計量モデ

ルと産業連関表が相互に影響を及ぼすような接合の実現性

が、より高まったことは疑いようもない。そうなれば、産業

構造変化をモデル体系で明示的に扱うことが可能となり、地

域の経済・産業政策に関しても、有益な分析結果を提供する

ことができるものと考える。これを今後の課題としたい。

―――――――――――――――――――――――――――
〔注〕
1）国の省庁再編に伴い、多くの審議会も整理された。経済審

議会が形骸化していたかは、議論の分かれるところであろ

う。少なくとも、中期・長期計量モデルのメンテナンスを

促す場がなくなった意味では、良い方向とは言えなかった

ように思われる。後述する経済財政諮問会議やMarkＩな
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どの最近の動向は、逆に望ましい方向である。
2）図表１参照。
3）実際のところは、「廃れた」のは他に関心が移ったアカデ

ミック上でのことであり、官庁内では依然政策ツールとし

て一定の価値を持ち続けてきたのではないか。ただその開

発やメンテナンスに関する人的・物的コストへの配慮が足

りなかったために、充分政策にも活用されず、表舞台に出

ることが少なかっただけのことではなかろうか。
4）マクロ計量モデルを構築するモデルビルダーにとって、連

鎖指数のより悩ましい問題は、加法整合性の問題であろう。

すなわち、内訳需要項目の合計が総支出であるという旧来

の定義式が、実質値ベースでは成り立たなくなってしまっ

たのである。
5）今回の連鎖方式の移行は、支出面についてのみであり、生

産面は引き続き移行を検討しつつも従来通りである。した

がって、産業別ＧＤＰや産出額などについては、大きな変

化はないが、現時点で最新のＶ表やＵ表は公表されていな

い。
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図表２　大阪府マクロ計量モデル 方程式体系一覧 Ver. H14R（2005. 1. 17）
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図表３　主要内生変数のファイナルテスト
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図表３　主要内生変数のファイナルテスト（続き）
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図表４　大阪府マクロ計算量モデルのフローチャート
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